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トレジャービジョン広告掲出約款 

 

第1章  目的 
第1条  広告掲出約款の適用 

（1） 本「トレジャービジョン広告掲出約款」（以下「本約款」

とする。）は、株式会社オレムス（以下、「当社」とする。）
が提供するトレジャービジョンへの広告掲出サービス

（以下、「本サービス」とする。）を、当社と本サービス

の利用に関する申込をした方（以下「お客様」とする。）
が利用するにあたり、必要な条件を定めることを目的と

する。 

（2） お客様は、本約款に同意して本サービスを利用する必要
があり、本約款の承諾を示す本サービスの同意欄をクリ

ックするか、又は利用規約を参照した第 2 章第 3 条（1）

（i）に規定する申込書に署名若しくは記名捺印して当
社に提出した場合、利用規約に同意したものとみなす。 

 

第2条  定義 
本約款において使用される用語の定義は、以下のとおり

とする。 

（1） 利用契約 
本約款に基づき、当社とお客様の間に締結される、本

サービスの利用に関する契約をいう。 

（2） 利用契約等 
利用契約及び本約款をいう。 

（3） 本サービス用設備 

本サービスを提供するために、当社が設置するデジタ
ルサイネージ、電気通信設備その他のハードウェア及

びソフトウェア（当社が第三者から借り受け、又は第

三者から利用の提供を受けているものを含む。）をい
う。 

（4） 本サービス利用料金 

本サービスの利用料をいう。 
（5） 本サービス利用料金等 

本サービス利用料金とそれにかかる消費税等の合計

金額をいう。 
 

第2章  契約の締結及び本サービスについて 

第3条  利用契約の締結 
（1） 本サービスの利用を申し込む方は、次のいずれかの方法

により、申し込むものとする。 

（i） 本約款と見積書等（以下「見積書」とする。）に同
意して当社指定のサービス申込書に必要事項を記

載し、当社に提出する方法（以下、見積書及びサ

ービス申込書を合わせて「申込書」とする。） 
（ii） 本約款と当社がwebサイト上で公開する料金に同

意して当社指定の申込手続きを行い、当社に申し

込む方法。 
なお、当社は適宜本サービスの利用料金を変更す

ることがあるため、本条（2）において料金に同意

して申込手続きをしたお客様は、本サービスの申
し込み時点の料金をお客様の責任において保存す

るものとする。 

（2） 本サービスは、お客様が申込書を当社に提出した時点又
は当社の指定する申込手続きを完了した時点をもって

利用契約が成立する。 

（3） 当社は、お客様が次の各号のいずれかに該当する場合に
は、利用契約を解除または取り消すことができる。 

（i） 本サービスの申込書又は申込み手続き上の書類

（電子的方法によるものを含む）に虚偽の記載、
誤記があったとき又は記入漏れがあったとき 

（ii） 当社との契約に違反したことにより、契約を解除

されたことがある場合 
（iii） 第 6 章第 28 条第 1 項及び第 2 項に反した場合 

（iv） 金銭債務その他利用契約に基づく債務の履行がな

されないおそれがあるとき 
（v） その他当社が不適当と判断したとき 

（4） 前項により、お客様が何らかの損害を被った場合であっ

ても、当社は責任を負わないものとします。 
 

第4条  変更通知 

（1） お客様は、その商号若しくは名称、本店所在地若しくは
住所、連絡先その他利用契約に記載したお客様に関する

情報に変更が生じることとなったときは、変更予定日の

10 日前までに当社に通知するものとする。 
（2） お客様が前項に従った通知を怠ったことに起因して、お

客様又は第三者が損害を被った場合であっても、当社は

一切責任を負わないものとする。 
 

第5条  本サービスの内容 

当社は、お客様に対し、お客様が用意し当社へ提供する
お客様の広告動画（以下、「持込動画」とする。）若しく

は当社が制作するお客様の広告動画を、本サービス用設

備を用いて放映する。 
 

第6条  持込動画 

（1） 持込動画の種類・規格等は、当社が別途配布するものに
したがうこととする。 

（2） 持込動画が前項の種類・規格等を満たさない場合、当社

は本サービスの提供を保留することができる。この場合、
当社はお客様へ広告動画の修正を求めることができ、お

客様が速やかに従わない場合、当社は利用契約を解除す

ることができるものとする。 
（3） 持込動画の持込の期限は、放映開始の 5 営業日前まで

とする。 

（4） 本サービスの利用期間終了後、当社は、原則として広告
動画をお客様に返却せず、当社にて処分するものとする。 

（5） 第 8 条、第 14 条、第 15 条、第 16 条に定める場合も、

露出が終了する広告動画については前項と同様とする。 
（6） お客様は、持込動画について、その内容が法律・政令そ

の他の関係法規に違反しないこと、著作権をはじめとす

る第三者の権利を侵害していないこと、その他掲出する
ことについて何ら問題ないことを当社に保証するもの

とし、広告動画の内容について何らかの紛争等が生じた

場合、全てお客様の責任と費用負担において解決するも
のとする。なお、かかる紛争等により当社が損害を被っ

た場合は、お客様は直ちにこれを当社に賠償するものと

する。 
（7） 前項の場合、お客様は、本サービスの利用により生じた

苦情、損害、問題等の全てに対し、速やかに当社に通知

するとともに、自己の責任と費用負担においてこれを処
理するものとする。 

 

第7条  本サービスの提供場所 
本サービスの提供場所は、お客様が本サービスの申込書

を提出する際に申込書に記載した場所とする。 

 
第8条  一時的な中断及び提供停止 

（1） 当社は、次の各号のいずれかに該当する場合には、お客

様への事前の通知又は承諾を要することなく、本サービ
スの提供を中断することができるものとする。 

（i） 本サービス用設備、又は当該設備を稼働する前提

となる電気設備等に不具合、故障が発生した場合 
（ii） 本サービス用設備への不正アクセスや外部攻撃な

どで、セキュリティ上の問題が発生した場合 

（iii） 天災地変等不可抗力により本サービスを提供でき
ない場合 

（iv） その他本サービスの運用上又は技術上の理由でや

むを得ない場合 
（2） 当社は、本サービス用設備の定期点検又はソフトウェア

アップデートを行う場合は、お客様に事前に通知の上、

本サービスの提供を一時的に中断できるものとする。 
（3） 当社は、お客様が第 14 条（当社からの利用契約の解除）

第１項各号のいずれかに該当した場合のほか、利用契約

等のいずれかの条項に違反した場合には、お客様への事
前の通知若しくは催告を要することなく、本サービスの

全部又は一部の提供を停止することができるものとす

る。 
（4） 前各項に定める事由のいずれかにより本サービスの提

供を行わなかったことに起因して、お客様又はその他の

第三者が損害を被った場合であっても、当社は一切責任
を負わないものとする。 

 

第9条  利用期間 
（1） 利用期間は、次のとおりとする。 

（i） 申込書によって定められた契約期間が満了するま
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でとする。 

（ii） 申込時に契約満了日を特に定めない場合、お客様
が解約希望日の２か月前までに当社あてに通知す

ることで、解約希望日において利用契約が終了す

るものとする。 
（2） 当社は、当社において、お客様に対する本サービスの継

続が困難な状況が生じた場合は、30 日前までにお客様

へ通知することにより、利用契約を解約することができ
る。 

 

第10条  最低利用期間 
（1） 本サービスの最低利用期間は、サービス開始日より 1 週

間とする。但し、県内企業向け特別価格適用の場合は、

1 か月間とする。また、サービス開始日が月の途中の時
は、サービス開始日の属する月の翌月 1 日から 1 か月間

とする。 

（2） 第 1 項の定めにかかわらず、お客様が最低利用期間内
に解約を行う場合は、最低利用期間の未支払の本サービ

ス利用料金を一括で支払うことにより、最低利用期間に

達する前においても解約をすることができるものとす
る。 

 

第11条  サービス利用料金 
（1） サービス利用料金は、15 秒素材の場合名鉄岐阜駅前媒

体、金山駅前媒体ともに次の表のとおり固定料金とする。

30 秒素材の場合、サービス利用料金は 2 倍とする。 

契約期間 
放映 

保証回数 

サービス 

利用料金 

1 週間 840 回 88,000 円 

2 週間 1,680 回 132,000 円 

1 か月 3,600 回 220,000 円 

（2） 第 1 項にかかわらず、名鉄岐阜駅前媒体利用の場合は

岐阜県内に本社が所在するお客様に限り、また、金山駅
前媒体利用の場合は愛知県内に本社が所在するお客様

に限り、サービス利用料金は次のとおり固定料金とする。

契約期間はいずれも 1 か月以上を適用の条件とする。30
秒素材の場合、サービス利用料金は 2 倍とする。 

媒体 
放映 

保証回数 

サービス 

利用料金 

名鉄岐阜駅前 3,600 回 月額 77,000 円 

金山駅前 3,600 回 月額 88,000 円 

（3） サービス開始日が月の途中の時のサービス利用料金は、

１か月を 30 日として日割計算した額とし、１円未満の
端数は切り捨てるものとする。 

（4） 土地又は建物の賃料や光熱費等の上昇又は低下、租税そ

の他の負担の増減、その他の経済事情の変動によりサー
ビス利用料金が不相当となった場合には、当社はサービ

ス利用料金を改定することができる。 

 
第12条  請求及び支払い 

お客様は、当社からの請求書に基づき、銀行振込により

当社へ本サービス利用料金等を支払わなければならな
い。支払いを行うにあたり必要となる振込手数料等につ

いてはお客様の負担とする。 

 
第13条  遅延損害金 

（1） お客様が当社に対する本サービス利用料金等の支払を

遅滞したときは、年 14.6%の割合による遅延損害金を付
加して支払うものとする。 

（2） 前項の場合、当社は本サービスの提供を中断若しくは利

用契約の全部又は一部を解除することができ、お客様は
当社に対し一切異議を申し立てることはできないもの

とする。 

 
第14条  当社からの利用契約の解除契約 

（1） 本約款の他の規定にかかわらず、当社は、お客様が次の

各号のいずれかに該当すると判断した場合、お客様への
事前の通知若しくは催告を要することなく、取引及び利

用契約の全部若しくは一部を解除することができるも

のとする。 
（i） 当社への通知内容に虚偽の事実があった場合 

（ii） 当社の定める支払期日までに本サービス利用料金

等の支払を行わない場合 
（iii） 手形又は小切手が不渡りとなった場合 

（iv） 差押え、仮差押え若しくは競売の申立があった場

合又は公租公課の滞納処分を受けた場合 

（v） 破産手続開始、特別清算手続開始、会社更生手続
開始若しくは民事再生手続開始の申立があった場

合又は信用状態に重大な不安が生じた場合 

（vi） 監督官庁から営業許可の取消、停止等の処分を受
けた場合 

（vii） 利用契約等に違反し、当社が相当の期間を定めて

かかる違反の是正を催告した後、当該違反が合理
的な期間内に是正されない場合 

（viii） 解散、事業の全部又は重要な一部の譲渡等の決議

をした場合 
（ix） 利用契約などにおけるお客様の義務を履行するこ

とが困難となる事由が生じた場合 

（x） 第 6 章第 28 条第 1 項及び第 2 項に違反したとき 
（xi） その他利用契約等を継続しがたい重大な事由が発

生したとき 

（2） お客様は、前項各号のいずれかに該当した場合には、当
社に対し負担する一切の金銭債務につき、当社から何の

通知催告がなくとも当然に期限の利益を喪失し、直ちに

これを支払わなければならないものとする。また、当社
は、お客様から受領済みの金員について一切返還義務を

負わないものとする。 

 
第15条  本サービスの廃止 

（1） 本約款の他の規定にかかわらず、当社は、次の各号のい

ずれかに該当する場合、本サービスの全部又は一部を廃
止することができるものとし、当該廃止をする日（以下

「廃止日」とする。）をもって利用契約の全部又は一部

を解除することができるものとする。 
（i） 当社が、廃止日の 30 日前までに、本サービスの全

部又は一部を廃止することをお客様に通知した場

合 
（ii） 当社が天災地変等不可抗力により本サービスを提

供できなくなった場合 

（2） 前項に基づき本サービスの全部又は一部を廃止する場
合、当社は、既にお客様が支払った本サービス利用料金

等のうち、本サービスの利用期間内であるにもかかわら

ずサービス廃止によってお客様が本サービスを利用で
きなかった日数に対応する金額を、日割計算でお客様に

返還するものとする。当社は、前項による本サービスの

廃止につき、当該返還義務以外のいかなる責任も負わな
いものとする。 

 

第16条  動画の変更 
（1） お客様は、広告動画の内容を変更する場合、変更動画の

放映開始の 5 営業日前までに第 6 条第１項の規格等を

満たす広告動画を当社に納品しなければならない。その
広告動画が規格等を満たさない場合、当社はその広告動

画の掲出を保留することができることとする。 

（2） 当社は、お客様から前項の申請があった場合には、速や
かに審査し、変更の許可または不許可を通知することと

する。 

（3） 動画の変更は、1 週間のうち 1 回までは無償とし、2 回
目以降は差し替え費用として 1 回当たり 33,000 円を支

払わなければならない。 

（4） お客様が当社に広告動画制作を依頼する場合、広告動画
制作の利用規約に基づくこととする。 

（5） 広告動画に時限的内容を含むものを掲出している場合、

その時限が過ぎた動画の露出が、媒体価値の低下に影響
を及ぼすことを理解し、時限が過ぎる前に広告動画を変

更しなければならない。お客様が広告動画を変更できな

い場合、当社は本サービスの提供を中断することができ
る。また、この中断による利用料金の減額は行わないこ

ととする。 

 
第3章  お客様の義務等 

第17条  自己責任の原則 

お客様は、本サービスの利用に伴い、自己の責に帰すべ
き事由で国内外の第三者に対して損害を与えた場合、又

は第三者からクレーム等の請求がなされた場合、自己の

責任と費用をもって処理、解決するものとする。お客様
が本サービスの利用に伴い、第三者から損害を被った場

合、又は第三者に対してクレーム等の請求を行う場合に

ついても同様とする。 
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第18条  禁止事項 

（1） お客様は本サービスの利用に関して、以下の行為を行わ
ないものとする。 

（i） 当社若しくは第三者の著作権等その他の権利を侵

害する行為、又は侵害するおそれのある行為 
（ii） 利用契約等に違反して、第三者に本サービスを利

用させる行為 

（iii） 法令若しくは公序良俗に違反し、又は当社若しく
は第三者に不利益を与える行為 

（iv） 当社又は第三者の名誉若しくは信用を毀損する行

為 
（v） 犯罪に結びつく又は結びつくおそれがある行為 

（vi） 第三者になりすまして本サービスを利用する行為 

（vii） ウイルス等の有害なコンピュータプログラム等を
送信又は掲載する行為 

（viii） 第三者の設備等又は本サービス用設備の利用若し

くは運営に支障を与える行為、又は与えるおそれ
がある行為 

（ix） その他利用契約等において禁止されている行為 

（2） お客様は、前項各号のいずれかに該当する行為がなされ
たことを知った場合、又は該当する行為がなされるおそ

れがあると判断した場合は、直ちに当社に通知するもの

とする。 
（3） 当社は、本サービスの利用に関して、お客様の行為が第

1項各号のいずれかに該当するものであることを知った

場合、事前にお客様に通知することなく、本サービスの
全部又は一部の提供を一時停止若しくは利用契約の全

部又は一部を解除することができるものとする。また、

お客様が本条に違反して当社に損害を与えた場合、その
損害を賠償するものとする。 

 

第4章  当社の義務等 
第19条  善管注意義務 

当社は、本サービスの提供に際し、善良なる管理者の注

意をもって本サービスを提供するものとする。 
 

第20条  本サービス用設備の障害等 

（1） 当社は、本サービス用設備について障害が発生したこと
を知ったときは、遅滞なくお客様にその旨を通知するも

のとし、修理又は復旧に努めるものとする。 

（2） 当社は、前項の障害発生により本サービスの提供が停止
し、第 2 章第 11 条で定める放映保証回数を確保できな

かった場合、以下のいずれかの措置を講ずることとする。 

（i） 利用期間内外で、放映保証回数を確保する。 
（ii） 既にお客様が支払った本サービス利用料金等のう

ち、本サービスの利用期間内であるにもかかわら

ずサービスの提供停止によってお客様が本サービ
スを利用できなかった日数に対応する金額を、日

割計算でお客様に返還あるいは減額するものとす

る。 
（3） 当社は、第 1 項による本サービス用設備の障害につき、

前項で定めた措置を講ずる以外のいかなる責任も負わ

ないものとする。 
 

第5章  秘密情報等の取り扱い 

第21条  秘密情報の取り扱い 
（1） お客様及び当社は、本サービス遂行のため相手方より提

供を受けた技術上又は営業上その他業務上の情報のう

ち、相手方が特に秘密である旨あらかじめ書面で指定し
た情報で、提供の際に秘密情報の範囲を特定し、秘密情

報である旨の表示を明記した情報（以下「秘密情報」と

する。）を第三者に開示又は漏洩しないものとする。た
だし、①相手方からあらかじめ書面による承諾を受けた

場合、②本サービス遂行目的又は本サービスの改善や新

サービスの開発等に役立てる目的のために、当社が第三
者に開示する場合、及び③次の各号のいずれかに該当す

る情報についてはこの限りではない。①及び②の場合、

秘密情報の開示者は、秘密情報の受領者に対して、本条
と同等の秘密保持義務を課すものとし、秘密情報の受領

者による秘密情報の使用について責任を負うものとす

る。 
（i） 秘密保持義務を負うことなく既に保有している情

報 

（ii） 秘密保持義務を負うことなく第三者から正当に入
手した情報 

（iii） 相手方から提供を受けた情報によらず、独自に開

発した情報 

（iv） 利用契約等に違反することなく、かつ、受領の前
後を問わず公知なった情報 

（2） 前項の定めにかかわらず、お客様及び当社は、秘密情報

のうち法令の定めに基づき又は権限ある官公署からの
要求により開示するべき情報を、当該法令の定めに基づ

く開示先又は当該官公署に対し開示することができる

ものとする。この場合、お客様及び当社は、関連法令に
反しない限り、当該開示前に開示する旨を相手方に通知

するものとし、開示前に通知を行うことができない場合

は開示後すみやかにこれを行うものとする。 
（3） 秘密情報の提供を受けた当事者は、当該秘密情報の管理

に必要な措置を講ずるものとする。 

（4） 秘密情報の提供を受けた当事者は、相手方より提供を受
けた秘密情報を、利用契約等を履行する目的の範囲内で

のみ使用又は複製することができるものとする。複製が

なされた場合、お客様及び当社は、当該複製された秘密
情報についても、本条に定める秘密情報として取り扱う

ものとする。なお、利用契約等を履行するために必要な

範囲を超える複製が必要な場合は、あらかじめ相手方か
ら書面による承諾を受けるものとする。 

（5） 秘密情報の提供を受けた当事者は、相手方の要請があっ

たときは資料等（その複製物も含む。）を相手方に返還
又は消去するものとする。 

（6） 本条の規定は、当社サービスによる本サービスの履行完

了後、5 年間有効に存続するものとする。 
 

第22条  個人情報の取り扱い 

（1） お客様及び当社は、本サービス遂行のため相手方より提
供を受けた営業上その他業務上の情報に含まれる個人

情報（個人情報の保護に関する法律に定める「個人情報」

をいう。）を本サービス遂行目的又は本サービスの改善
や新サービスの開発等に役立てる目的の範囲内でのみ

使用し、第三者に開示又は漏洩しないものとするととも

に、個人情報の保護に関する法律その他の関連法令を遵
守するものとする。 

（2） 個人情報の取り扱いについては、前条（秘密情報の取り

扱い）第 3 項乃至第 5 項の規定を準用するものとする。 
（3） 本条の規定は、当社による本サービスの履行完了後も有

効に存続するものとする。 

 
第23条  事例の公開 

（1） 当社は、お客様が申込時に拒否しない限り、お客様の会

社名を当社導入企業として当社ホームページ等で公開
することができるものとする。 

（2） お客様は、当社からの申し出に基づき、事例を公開する

場合に必要な範囲でロゴ及び商標等の使用を当社に無
償で許諾するものとする。 

 

第6章  損害賠償等 
第24条  損害賠償の制限 

債務不履行責任、不法行為責任、その他法律上の請求原

因の如何を問わず、本サービス又は利用契約等に関して、
当社がお客様に対して負う損害賠償責任の範囲は、当社

の責に帰すべき事由により又は当社が利用契約等に違

反したことが直接の原因で、お客様に直接かつ現実に発
生した通常の損害に限定され、損害賠償の額は当該事由

が生じた利用契約において当社がお客様から頂いた費

用の過去 3 か月分の合計額を超えないものとする。但し、
当社に故意若しくは重過失がある場合はこの限りでは

ない。なお、当社の責に帰すことができない事由から生

じた損害、当社の予見の有無を問わず特別の事情から生
じた損害、逸失利益については、当社はいかなる場合も

損害賠償を負わないものとする。 

 
第25条  免責 

（1） 本サービス又は利用契約等に関して当社が負う責任は、

理由の如何を問わず前条の範囲に限られるものとし、当
社は以下の事由により本サービスの提供をすることが

できないこと及びその結果お客様に発生した損害につ

いては、債務不履行責任、不法行為責任、その他の法律
上の請求原因の如何を問わず賠償の責任を負わないも

のとする。 

（i） 天災地変、疫病の蔓延、戦争、暴動、内乱、延焼
による火災、洪水、大地震、津波、台風、高潮、

落雷、法令の改廃制定、公権力の介入、ストライ
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キその他労働争議、大規模停電、長期のエネルギ

ー不足等の不可抗力に起因して生じた損害 
（ii） 善良なる管理者の注意をもってしても防御し得な

い本サービス用設備への第三者による不正アクセ

ス又はアタック、通信経路上での傍受、コンピュ
ータウイルスに起因して生じた障害 

（iii） 電気通信事業者の提供する電気通信役務の不具合

に起因して発生した損害 
（iv） 裁判所の命令若しくは法令に基づく強制的な処分

に起因して生じた損害 

（v） その他当社の責に帰すことのできない事由に起因
して生じた損害 

（2） 当社は、お客様が本サービスを利用することによりお客

様と第三者との間で生じた紛争等について一切責任を
負わないものとする。 

 

第26条  通知 
（1） 当社からお客様への通知は、書面やファックスでの送付、

電子メールでの送信、当社のホームページに掲載するな

ど、当社が適当と判断する方法により行う。 
（2） 前項の規定に基づき、当社からお客様への通知を電子メ

ールの送信又は当社のホームページへの掲載の方法に

より行う場合には、お客様に対する当該通知は、それぞ
れ電子メールの発信又はホームページへの掲載がなさ

れた時点から効力を生じるものとする。 

 
第27条  本約款の変更 

当社は、本約款を随時変更することがある。本約款が変

更された場合、当社が当該変更をお客様に通知した日か
ら、30 日の予告期間を経過した時点から適用されるも

のとする。 

 
第28条  反社会的勢力の排除 

お客様と当社の間における全ての取引及び利用契約に

ついて次項の通り合意するものとする。 
（1） お客様と当社は、自己または自己の代理人が、次の各号

のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわた

っても該当しないことを確約するものとする。 
（i） 暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなったときか

ら 5 年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団

関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまた
は特殊知能暴力団等、その他これらに準ずるもの

（以下「暴力団員等」とする。） 

（ii） 暴力団員等が経営を支配していると認められる関
係を有すること 

（iii） 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認め

られる関係を有すること 
（iv） 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目

的または第三者に損害を加える目的をもってする

など、不当に暴力団員等を利用していると認めら
れる関係を有すること 

（v） 暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜

を供与するなどの関与をしていると認められる関
係を有すること 

（vi） 役員または経営に実質的に関与している者が暴力

団員等と社会的に非難されるべき関係を有するこ
と 

（2） お客様と当社は、自ら又は第三者を利用して次の各号の

一にでも該当する行為を行わないことを確約するもの
とする。 

（i） 暴力的な要求行為 

（ii） 法的な責任を超えた不当な要求行為 
（iii） 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を

用いる行為 

（iv） 風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて相手
方の信用を毀損し、又は相手方の業務を妨害する

行為 

（v） その他前各号に準ずる行為 
（3） 本条第 1 項及び第 2 項に違反し取引及び利用契約の全

部又は一部を解除された場合、解除された者は、その相

手方に対し、解除により生じた損害を賠償しなければな
らないものとする。また、解除による損害について、そ

の相手方に対し何等の請求もすることができないもの

とする。 
 

 

第29条  権利義務譲渡の禁止 

お客様は、あらかじめ当社の書面による承諾がない限り、
利用契約上の地位又は利用契約に基づく権利若しくは

義務の全部又は一部を、第三者に譲渡し、引き受けさせ、

又は担保に供してはならないものとする。 
 

第30条  合意管轄 

お客様と当社の間で訴訟、調停その他裁判所が関与する
手続きの必要が生じた場合には、名古屋簡易裁判所若し

くは名古屋地方裁判所を専属的合意管轄裁判所とする。 

 
第31条  準拠法 

利用契約等の成立、効力、履行及び解釈に関する準拠法

は、日本法とする。 
 

第32条  一部無効 

利用契約などのいずれかの部分が無効である場合でも、
利用契約等全体の有効性には影響がないものとし、かか

る無効の部分については、民法、商法等の法令を適用す

るものとする。 
 

第33条  協議事項 

本約款または利用契約に関し、定めのない事項又は解釈
に疑義が生じた場合、利用契約の当事者は、互いに誠意

をもって協議し、これを解決するものとする。 

 
第34条  存続条項 

本約款第 2 章第 8 条第 4 項、第 2 章第 14 条第 2 項、第

2 章第 15 条、第 21 条乃至第 24 条及び第 26 条乃至本
条の規定は、利用契約の終了後もなお有効に存続するも

のとする。 

以上 
 

変更履歴 

2023 年 7 月 7 日  制定 
2023 年 8 月 11 日  改定 

2023 年 8 月 25 日  改定 

2023 年 12 月 21 日  改定 


